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1. はじめに 

近年、日本の林業は需要の減少や安価な輸入材などの影響によって衰退の一途をたどっており、日本の豊かな

森林資源が十分に活用されていない。このような活用されず放置された森林資源は林地残材として国内に多く残

されている。これらは土砂崩れなどで二次災害をもたらす原因となってしまうため看過できないものである。一

方、2021 年に発生したウッドショックは国産木材の利用をうながす一つの要因になったが、国内林業従事者の不

足などによって国産木材の供給が需要に追いつかない事態となってしまった。 

長野県では平成 11～20 年にかけて当時の県知事である田中康夫氏によって 100 基以上の木製治山ダムが設置

された。しかし、その後現在までに長野県において木製治山ダムは設置されていないことが分かった。 

本研究では、長野県全体の産業連関表を参考に長野県松本地域の産業連関表を作成し、実際過去に施工された

木製治山ダムの工事費から経済波及効果を定量的に検討するとともに、ウッドショックや林地残材の問題を解決

するための糸口となるかどうかも分析する。 

2.分析手法 
都道府県の産業連関表は５年に１回の頻度で公表されているが、市町村や本研究が対象とする松本広域連合の

産業連関表は公開されていない。したがって、長野県産業連関表から松本地域産業連関表を作成する必要がある

が、その方法は土居・浅利・中野の研究を参考にする 1)。県産業連関表から松本地域産業連関表への具体的な変

換方法は、例えば長野県全体の従業者数が 2006 年時点で約 100 万人であったのに対し、松本広域連合に含まれ

る各市町村の従業者数が約 20 万人であった。このため、県産業連関表の総生産額を松本地域の総生産額に変換す

る際には、県と松本地域の従業者数比率を掛け合わせる計算などが行われた。具体的には 

産業別市町村内生産額（産業別域内生産額）＝産業別都道府県内生産額 × 産業別市町村就業者数

産業別都道府県就業者数
 

という計算が行われる。本研究が対象としている松本地域連合は、松本市、塩尻市、安曇野市、麻績村、生坂村、

波田町、山形村、朝日村、筑北村から構成される（波田町

は 2010 年 3 月 31 日に松本市と合併したため現存しない

が、本研究が分析対象期間とした 2000 年代には存在し

た）。総務省統計局「平成 18 年（2006 年）事業所企業統計

調査」によれば、上記 3 市、6 町村の合計従業者数は 204,762
人である。一方、同調査から長野県全体の従業者数は

1,008,648 人である。したがって、204762／1008648＝0.203
という按分比が、長野県産業別生産額から松本地域連合の

産業別域内生産額を計算するために用いられる。 
このようにして松本地域の産業連関表が作成されるが、

この表を用いて、木ダムの建設費という最終需要が発生し

たときの経済波及効果が計算される。ここで経済波及効果

とは以下の一連の効果を合計したものである。すなわち、

木ダムの建設投資という最終需要（直接効果）に逆行列係

数表をかけることで、各産業の生産誘発額が算出される。

そして、この誘発された生産は新たな生産を誘発し（第一

次生産誘発額）、この生産増加にともなう雇用者所得の増

加をもたらす（第一次間接効果）。さらに、この雇用者所

得増が消費支出の増加を通じて更なる生産の誘発（第二次

生産誘発額）をもたらす（第二次間接効果）。以上、直接

効果と第一次間接効果、第二次間接効果の総計が経済波及

効果となるのである（図 3 を参照）。 
なお、木ダムの建設費については、長野県林務部治山係

の担当者にインタビューした結果具体的な金額を聞き取

ることができたため、その金額を用いている。 

 図-1 長野県全体図 図-2 松本地域と設置場所 

 
 

図-3 経済波及効果２） 
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3. 分析結果 
 産業連関分析を行い得られた結果は表-1
と表-2 のとおりである。 
 新規需要増加額（木製治山ダム建設費用）

に対して 1.62 倍である 8,883 万円の生産誘発

額が生じ、就業者数の増加は 7 人、雇用者数

の増加は 6 人となった一方、粗付加価値（域

内総生産）誘発額の増加は長野県全体の県内

総生産に対し、0.1％ほどにとどまった。 
 また、5,500 万円の直接効果に対し１次波

及では 2,228 万円、２次波及では 1,155 万円

の生産誘発が得られた 
これらの結果から、木製治山ダムという公

共事業が松本地域においてある程度の経済

効果をもたらすことが分かった。 
 今回研究対象とした長野県松本地域の木製治山ダムの腐朽状況について調査するために、長野県松本地域振興

局まで訪問した。しかし、長野県松本地域振興局林務課治山係担当者によると長野県のルールとして過去に施工

したダムなどの工事に関わる建設費や写真、原材料、従業員などの詳しい情報や明細などは５年経過した時点で

ほとんど破棄してしまうということがあり、木材の情報やより詳細な工事費などは不明であった。そのため、使

用した木材が主伐材、間伐材であるのか、あるいは林地残材を含んでいるのかの判断をすることが出来なかった。 
  
4. まとめ 
4.1 結論 

本研究では、長野県松本地域を対象に木ダム建設における生産誘発額を求めるために長野県松本地域産業連関

表を作成し、産業連関分析によって計算して経済波及効果を評価した。その結果、長野県松本地域の木ダム建設

による経済波及効果は、建設費 5500 万円に対し、生産誘発額の総合効果が 8883 万円となった。波及効果倍率は

1.62 倍、就業者誘発数が７人、雇用者誘発数が６人となり、松本地域において一定の経済効果をもたらすことが

分かった。 
藤田ら(2021)3)によると、秋田県でコンクリートダムを施工した場合の波及効果倍率は 1.49 倍であったと示さ

れている。県が違うため産業構造や輸送コストなどが異なる点には留意しなければならないが、長野県松本地域

においても木製治山ダムを施工した場合の経済波及効果はある程度効果的であると考えられる。 
また、木製治山ダムの設置状況や周辺の環境状況などから、おそらく腐朽が進んでしまっていることが分かっ

た。これには維持管理がされているか、設置した環境条件が木製治山ダムに向いているかなどが含まれるため一

概に腐朽が進むとは言えない。実際、前述したように林野庁が設置した木製治山ダムは腐朽せずに木製治山ダム

としての機能を十分に発揮していることが確認されている。 
さらに、近年の国産材と外国産材の供給量の推移から国産材の供給量が増加していることが分かり、木製治山

ダムを含む土木構造物の施工により雇用の増加と木材利用の促進から国内の林業再生が期待でき、ウッドショッ

クへの対策としても有効であると考える。 
4.2 今後の課題 

今後の課題としては、経済波及効果の推計だけでなく費用に関する詳細な推計があげられる。今回の分析にお

いて木製治山ダムの腐朽状況が不明な点やその維持費用に関する詳細が不明であったため、費用面での検討が行

われなかった。しかしながら、木製治山ダムの有効性を評価するためには環境面も含めた費用対効果を定量的に

推計する必要がある。 
また、コンクリートダムと木製ダムの比較を行うことで経済的・環境的にトータル面でどちらがより優れてい

るかを検討することも必要であると考える。 
さらに、本研究では木製治山ダムが長野県松本地域において一定の経済効果をもたらすことが分かったが、他

県において木製土木構造物が経済的に有効であるのか検討することも重要であると考える。 
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表-1 木ダム建設による経済波及効果 

 

 
表-2 新規需要増加額と生産誘発額 

 

新規需要増加額 5500万円
生産誘発額 8883万円 (新規需要増加額比) 1.62倍
粗付加価値誘発額 4536万円 (新規需要増加額比) 0.82倍
就業者誘発数 7人 雇用者誘発数 6人
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